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11 研究報告

意匠の類似と物品の類似

—知的財産権の範囲と物品等の意義一—-

青木大也

I はじめに1)

意匠法は，意匠の類似 (23条）の要件として，意匠に係る物品の類似を要件

とするものとされている（なお以下では，原則として同一の場合も含めて類似の言業

を用いる）。しかし後に触れるように． この点については異論も呈されていると

ころでありまた部分意匠制度の禅入や，画像を含む意匠の保設といった．意

匠制度の役割の拡大につれて，従前の単純な物品の類似の概念がそのまま維

持・応用されるべきかについても，検討の必要が生じつつある。加えて，意匠

のデジタルデータとしての利用といった，現在は十分に制度的対応がなされて

いない領域においてもその位置付けが問われることになろう。

そこで本稿は，意匠法における意匠の類似の判断に際して重要となる，物品

の類似について， 3つの観点から整理を行い． また若干の検討を加えることを

目的とする。

まず 1つ目の観点として，物品の類似の要否や，その根拠について，旧意匠

法からの議論を確認する。

次に 2つ目の観点として，他の知的財産法における類似の概念との比較を通

じて，物品の類似の位置付けを探る。物品の類似が，仮に意匠法特有のもので

はなく，他の知的財産法における類似の概念と根源を同じくするものであると

すれば，意匠法内在的な検討のみで足る問題ではないことになるためである。

その上で．更に 3つ目の観点として，欧州共同体意匠制度，及び米国意匠特

19 



II 研究報告

許制度との比較検討を行う。これは，いずれの制度においても，我が国で談論

される物品の類似は採用されていないとの紹介がなされるところであり互好

対照をなすものと解されるためである。

なお本稿では，主に意匠権の権利行使の場面を想定した議論を行うこととす

るが，精査ば必要であるものの，その議論のかなりの部分は，新規性 (3条1

項）や先願 (9条）における議論にも通じるものとなろう。

Il 現在の我が国意匠法について

検討を加える前に，現行の我が国意匠法において，物品の類似概念について

どのような謡論が行われているかについて，整理する叱

l 最高裁判決とその後

物品の類似について，最判昭和 49年 3月19日民集 28巻 2号 308頁［可撓

性伸縮ホース］は，「意匠は物品と一体をなすものであるから，登録出願前に

日本国内若しくは外国において公然知られた意匠又は登録出願前に日本国内若

しくは外国において頒布された刊行物に記載された意匠と同一又は類似の意匠

であることを理由として，法三条一項により登録を拒絶するためには，まずそ

の意匠にかかる物品が同一又は類似であることを必要とし，更に，意匠自体に

おいても同一又は類似と認められるものでなければならない」とし， また「同

条一項三号は，意匠権の効力が，登録意匠に類似する意匠すなわち登録意匠に

かかる物品と同一又は類似の物品につき一般需要者に対して登録意匠と類似の

美感を生ぜしめる意匠にも，及ぶものとされている（法二三条）ところから，

右のような物品の意匠について一般需要者の立場から見た美観の類否を問題と

する」と述べた4)。その判旨から，一般に，意匠の類似が認められるためには，

その意匠に係る物品が類似することが要請されると解されている5)。

もっとも，物品の類似が実際の事例で問題となることは多くない。通常，意

匠の類似が争われる場面では，概ね同様の物品に係る意匠が問題となることが

多いためであろう。とはいえ，知財高判平成 17年 10月31日（平成 17年（ネ）
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意匠の頬似と物品の類似 (i'f木）

10079号）［カラビナ］．東京地判平成 16年10月29日判時 1902号 135頁［ラ

ップフィルム摘み具］．大阪地判平成 17年 12月15日判時 1936号 155頁［化

粧用パフ］等が，実除に物品の類似について争われたものとして知られており．

いずれも前記最高裁判決と同様の理解に立つものと解される。またその判断に

あたっては，基準を明示しないものもあるが，一般に．［ラップフィルム摘み

具］や［化粧用パフ］で指摘されるように当該物品の用途・機能等の共通性

によって決せられるようである見

2 学説上の識論

この点について学説上では．例えば自動車の意匠と．それを模倣した玩具

の意匠が類似するか（自動車の意匠に係る、意l引権について，同じデザインの玩具の製

造等が意匠権侵害になるか）という問題として指摘されてきた7)。もちろん．意

匠登録出願人である自動車メーカー側にとって予想がつくものであれば．実施

が予想される物品すべてについて意匠登録出願を行うことが考えられるが，現

代においてはデジタル技術の発達，特に 3Dスキャナや 3Dプリンタの登場

等によって，デザイン自体の流通・利用も可能となりつつあり．上記のような

対応は困難になりつつあるといえるだろう。

学説上は，前記最高裁判決と同様の理解に立つもののほか，サーチのメリッ

ト等政策的な制限と評価するものもあり 8). また一方で，物品の類似を要件と

するべきではないとする立場も有力である凡

3 小括

以上のように，物品の類似は，現在の実務上はあまり問題にならないとはい

え，一応要件として考慮されているようであるがその点については，学説上

は賛否が分かれているのが現状である。

m 旧法下での議論

現行法については IIで見た通りであるが，かつてこの問題はどのように理解
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11 研究報告

されていたのか，以下では旧法下での議論について見ていく。

l 明治 32年法

明治 32年法下では，「工業上ノ物品二應用スヘキ形状，模様，色彩又ハ其ノ

結合二係ル新規ノ意匠」を保設するとしており (1条）， また「意匠ノ専用ハ農

商務大臣ノ定ムル類別二従ヒ出願人ノ指定シタル物品二限ル」 (4条）とされ，

その保設される意匠の権利範囲については，指定物品についてのみ及ぶと解さ

れていた10)。その理由については，物品が異なれば別の意匠となるためとさ

れていたようである 11)。

2 大正 10年法

大正 10年法下では，「物品二襴シ形状，模様若ハ色彩又ハ其ノ結合二係ル新

規ノ意匠」を保設するとしていた (1条）。この規定については，明治 32年法

の1条と異なり，「工業上ノ物品二應用スヘキ」から「物品二爛シ」へと改正

されている。その趣旨については，「意匠卜云フモノハ継テ應用スベキ物品等

卜離レテ，抽象的二意匠樅卜云フモノガ存在スルヤウナ解釈」の余地もあるが，

「ソレハ其櫂利ノ範囲ガ如何ニモ厳過ギテ，考案ノ目的モソコニ在夕諄デナカ

ラウ」との説明がされていたようである 12)。その上で，「意匠登録出願者ハ命

令ノ定ムル類別内二於テ其ノ意匠ヲ現スヘキ物品ヲ指定スヘシ」と規定し (5

条），「他人ノ登録意匠二係ル物品卜類似ノ物品ヲ業トシテ製作，使用，販賣又

ハ撒布シタル者」を刑事罰の対象としていた (26条1項2号）。

大審院も，意匠の類否の判断にあたっては各意匠を現すべき物品を共通にす

ることを要すると指摘している13)。

このように，物品の同一・類似によって意匠権の範囲を制限する根拠として，

「其物品を限定せずに登録を許すと，権利の効力範囲広きに失し一般人の利益

を害することとなる」との指摘14)や，「不必要なる物品に付ての意匠登録を制

限し，以て一般人の意匠使用の自由を害せざらしめんとする趣意」15)も指摘さ

れるところである。
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意匠の類似と物品の類似 (,'f木）

3 小括

以上の紹介から，まず旧法下の時代から物品による権利範囲の制限があった

ことがわかる。しかしその理由は，実際は様々であったように思われる。

その上で，文言上は手がかりがないものの，旧法と比較すると，現行法は，

文言上最も意匠と物品との一体性を強く認識させるものとなっている (2条1

項）。最高裁はその点に注目した原理的な理由付けを採用したと考えられよう

（一方で.7条については言及がない）。

しかしこの点については，意匠の物品性（一体性）を認めることと，権利範

囲を同一又は類似の物品に限ることは，常に一致するかという疑問も呈されて

いる16)。

現行法における物品の類似の要否等について検討する場合には，旧法下での

ほかの理由づけについても目配りをする必要があるものと思われる。

IV 他の知的財産法との比較

IIとIl1で見たように，意匠法内在的には，様々な理由で物品の類似が要請さ

れるとする説明がなされてきた。この点，他法において同様の問題があるのか，

あるとして意匠法と共通の問題と理解し，参考にできるのか，検討する。

1 特許法

特許法においては，発明自体の定義ではないものの，実施概念をめぐり，物

の発明（特許法2条3項1号）が規定されている。物の発明に係る特許権の権利

範囲は， クレームによって特定される当該物に限定されることになる（特許法

70条1項）。もっとも，他の要件を満たす限り，クレームにおける物の内容に

ついて制限はない。また，イ号製品と比較する場合の比較対象についても制限

がない。イ号製品において，クレームの発明が実施される限り，侵害が成立す

る。

この点，意匠法においては，物品が意匠にとって本質的なものと理解される

限り，意匠の創作の際に物品も定まると考えられ，それが権利範囲を規律する

23 



11 研究報告

という理解をとっていることから，特許法におけるように発明を物の発明と

して記載した結果と整理されるものではないと思われる17)。その意味で，意

匠法の規律を検討する上では，あまり参考にはならないと思われる。

2 実用新案法

実用新案法については，「考案」概念自体は特許法と近いものの，登録要件

として，「産業上利用することができる考案であつて物品の形状，構造又は組

合せに係るもの」を保設するとし（実用新案法 3条1項柱瑚），権利範囲につい

ても，「考案に係る物品」の業としての実施（実用新案法 2条3項・ 16条）とし

ており，意匠法に近いようにも思われる。

この点，特に大正 10年法においては，実用新案法の保設対象はそもそも

「型」であり（旧実用新案法 l条），「他人ノ登録実用新案二係ル物品卜類似ノ物

品」の製造等を刑事罰の対象としていた (27条1項2号）こと等から，物品の

共通性が求められていたようである。

しかし，現行法はむしろこのような大正 10年法に見られた「型」や「類似」

といった概念が排除され，特許法寄りの位置づけになっているとの評価がなさ

れている 18)。すなわち，意匠法とは逆に，物品から乖離していく方向性にあ

り，意匠法同様の問題意識があるとは言い難く，参考にしづらいものと思われ

る。

3 商標法

商標法には，「類似の商品」概念が存在している（商標法 37条1号）。この点

について最判昭和 38年 10月4日民集 17巻9号 1155頁［サンヨウタイヤー］

は「商標権の効力として，裔標権者が，指定商品のみならず，類似商品につい

ても，類似商標の使用禁止を求めることができるのは，商品の出所について誤

認混同を生ずる虜があるためである」と判示する。

「類似の商品」に該当するか否かについて，判例通説は，商品に類似の商標

を使用した場合に同一営業主の製造・販売に係る商品と誤認混同されるおそ
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意匠の類似と物品の類似（青木）

れが生じるかを検討するものと解されているが19), 商品の類似性は，出所混

同を禅くか否かを検討するための「場」を定型化するためのものとの指摘20)

や，商品役務の類似性を，（商標／標章の識別力等に影押されずに）一義的に決定

し，法的安定性を確保することを重視する見解21)もある。前者の立場は，究

極的には商品の類似概念を不要とする（一要索に過ぎない）考え方に通じるとの

指摘もあり 22), 先に見た混同説を前提とした物品の類似に対する批判に関連

するものとなろう 23)。一方，後者の立場は混同説の立場から，権利範囲を

政策的に限定する方向での議論に通じるものであろう。

商標法における議論は，混同説を念頭に置いた場合に参考に値するものの，

混同説の採否については争いがあるところである24)。

4 著作権法

著作権法は，創作的表現である著作物（著作権法 2条1項 1号）を保護するも

のであり，著作物の本質的特徴が直接感得される限り 25) (創作的表現が共通する

限り），物品や媒体に限らず，権利が及ぶものと理解されている。特に応用美

術の著作権法による保護が識論される中26), 意匠法と比較して，著作権法に

よる保設の大きなアドバンテージの一つと考えられる。

なお，意匠法で問題とされた第三者のサーチの便宜等については，著作権法

においては依拠性を要件としていることから， （登録制度自体は存在するものの）

意匠法における意味でのサーチの便宜等については，大きな必要性はないもの

と思われる。

このような構造からすると，意匠法における規律の検討に関しては，あまり

参考にならないものと思われる。

5 不正競争防止法（形態模倣規制）

意匠法と同様商品のデザインを保護するものとして，不正競争防止法にお

ける形態模倣規制（不正競争防止法 2条 1項 3号）との比較も行っておく。

条文上，被疑侵害品との商品の同一性等は要求されていないが，学説上「商

25 



11 研究報告

品の同種性」を要件とする指摘もある27)。もっとも．その根拠として指摘さ

れる，他の商品への転用には投資が必要であるとする点．及び商品が異なるこ

とで市場での競合が起きないとする点は．いずれも他の要件（「模倣」や「営業

上の利益」）の問題として解消されるものと解される。むしろ，「他の種類の商

品に対しても保護を享受したいというのであれば．意匠権等の設定を受けるこ

とにより．権利の存在を明らかにすべき」との（役割分担的）政策的考慮に拠

るとの指摘も可能であろう 28)。その場合．政策的な保護範囲の制限と理解す

ることができる。

6 小括

他の知的財産法との関係で確認する限り．意匠法において物品の類似が要求

されるのは．（関連する場面もあるが）特有の内在的な問題と考えられ．少なく

とも．（重複保設等の問題はさておき）他法との関係で解釈を制限されるものでは

ないと考えられる。

したがって．意匠法内在的に．物品の類似の要否やその根拠が問われるべき

であるし，その談論の結果，物品の類似を意匠の類似の要件から排除すること

も．他法との関係では体系上可能ということになろう。

v 欧米法との比較

l はじめに

以上のように．我が国意匠法では他の知的財産法とはあまり関わりなく．

窯匠に係る物品の類似が要求されているが．その是非に争いがある。一方，既

に紹介されている通り，欧州共同体意匠制度や，米国意匠特許制度においては，

製品に限らず権利が及ぶとされている。以下ではそこでの判断の仕方を確認

するとともに，物品の類似を要件としない領域で検討されるべき点を明らかに

し，我が国法の理解の一助とする。
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2 欧州共同体意匠制度

(1) 欧州共同体意匠理事会規則29)

欧州共同体意匠理事会規則では，規則 36(2)において「更に，出願書類には．

その意匠を組み込む予定であるか又は適用する予定である製品の表示を含めな

ければならない。」と定められている一方で，規則 36(6)においては，「(2)……

に記載した構成要素に含まれる情報は，意匠自体に関する保設の範囲に影響を

及ぼさないものとする」と定められている。

共同体意匠の保設の範囲については，規則 10(1)において「共同体意匠によ

って与えられる保誰の範囲には．事情に通じた使用者 (theinformed user)に対

して異なる全体的印象 (overallimpression)を与えない意匠を含めるものとす

る」と規定されている。また，規則 10(2)において，「保殿の範囲を評価すると

きは，意匠を創作する際の意匠創作者の自由度を考慮するものとする」と規定

されている。

なお，保設要件としての規則 6(1)の独自性 (individualcharacter)要件におい

ても，全体的印象が公知意匠と異なることが要求されており．異なる全体的印

象を与えるか否かは．保護要件と保護範囲の判断双方で共通するポイントであ

る。

(2) Green Lane Products事件

特に規則 36(6)に注目すると． （出願翡類に記載した）製品は意匠の保護範囲に

影態を及ぼさないとされ，意匠権は「そのデザインの使用されたあらゆる製品

に及ぶ」とされる30)。

共同体意匠に係る侵害事例として，上記の点を明らかにしたのが， Green

Lane Products事件31)である。原告はドライヤーボールに係る共同体意匠を

有しており．被告のマッサージボールが原告の権利侵害にあたるとして．英国

において侵害訴訟を提起したものである。

本件の本来の争点は，マッサージボールの意匠が， ドライヤーボールの登録

意匠に対して，新規性や独自性に係る引用意l匠となりうるかという点である

（規則 7, 引例としてのIJfj示の問題）。その前提として，裁判所は，登録共同体意匠
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の保護範囲が，あらゆる製品に及ぶことを判示した。その上で，有効性につい

ても保設範囲（ゼロ）の問題であって，やはり製品は影響しないと判示し，さ

らに，規則 36(2)に記載の事項はサーチの便宜のために要求するに過ぎないと

判示した32)。

(3) 製品は保渡範囲等に影響！を与えないのか

上述のように，規則 36(6)がある以上，製品は保設範囲等に影響を与えない

ようにも思われるが33), 学説上は，他の要件に影響を与える要素として機能

する余地も指摘されている34)。

以下では，①事情に通じた使用者 (theinformed user)の概念，及び②意匠創

作者の自由度 (thedegree of freedom of the designer)の概念について，各々検

討を加えることとする35)。

① 事情に通じた使用者は誰か

PepsiCo Inc. v. Grupo Promer Mon Graphic SA事件36)しま， PepsiCoの登録

共同体意匠に関する無効審判をめぐる事件である。登録共同体意匠に係る製品

はpromotionalitem[s] for games (実際の意匠は平らな円盤状の pogs等と呼ばれる

ものであった）であり，引用意匠に係る製品は metalplate[s] for gamesであっ

た。

欧州司法裁判所は事梢に通じた使用者について，「平均的な消牲者と……技

術的専門知識に通じたその領域のエキスパート」との間に位置づけられるべき

ものであるとした上で37), 本件での事情に通じた使用者については， 5-10歳

程度の子どもかそのマーケット関係者が該当するとした原審を支持した38)。

明確な指摘はないものの，事情に通じた使用者を決定する際に，問題となっ

た製品が影押したように考えられるが，全く異なる製品にデザインが利用され

た場合に独自性や保護範囲の判断を行う際， どのような事情に通じた使用者

を想定すればよいか，明らかではないと指摘されている39)。

中には上記の点も理由の一つとして，製品領域による権利範囲の限定を示唆

する見解も見受けられる40)。

② 意匠創作者の自由度 (thedegree of freedom of the designer)は何につい
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てのものか

欧州共同体意匠制度において，共同体意匠の保設範囲を考える際には，「意

匠を創作する際の意匠創作者の自由度を考慰するものとする」とされている

（規則 10(2))。この意匠創作者の自由度が限定されると．些細な差異でも全体的

印象が異なると評価され．一方で限定されない場合には，大きな差異がなけれ

ば全体的印象が共通してしまうといった影聘があるとされている41)。

ここでの問題は．何についての意匠創作者の自EBを考えるべきなのか， とい

う点について，意匠に係る製品が影靱を与えるのではないか， ということであ

る。例えば． 自動車のデザイナーを想定するのか，玩具のデザイナーを想定す

るのかによって，技術的・法的（・商業的）な制約が変わってくると思われる

ためである。

この点について， GrupoPromer Mon Graphic SA v. OHIM事件42) (先ほど

PepsiCo事件の原莉や）では． 自由度の基禅となる製品について，願瞥記載の pro-

motional items for gamesと見るべきか， より狭<pogs等と見るべきか争い

となった。一般裁判所 (GeneralCourt)は後者と判断し43), その結果，小さく

平らか，又は若干カーブした円形であるといった点は不可避であり，デザイナ

ーの自由は強く限定されていたと判示した44)。

本件は，（願書記載の製品に限らず）基準となる製品が限定的に決定され得る

ことを明らかにしたと考えられるが45), 具体的な判断基準について明らかに

されたとはいえず，それが異なる製品間の侵害判断の場合にどのように検討さ

れるのかは，明らかではない。

(4) 我が国と比較して

上述のように確かに欧州共同体意匠制度では，従前の紹介にあるように，

文言上は，製品の影聾なく，登録共同体意匠の保設範囲はあらゆる製品に及ぶ

と解されている。

しかし（出願苫類に記載した製品と把握されるかはともかく）製品は事情に通じ

た使用者や意匠創作者の自由度の判断に影靱を及ぽす余地があるものと考えら

れ（ただし程度等を含め特否がある。）．理論上，権利が製品によって制限されて
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いないとしても，異なる製品の間で，上記のような論点がどう解決されるかは，

難しい問題として残されているようである。

3 米国意匠特許制度

(1) 意匠特許の権利範囲

米国意匠特許に係る権利範囲の判断基準については， GorhamCo. v. White 

事件46)以来の．いわゆる通常の観察者テスト (ordinaryobserver test) (「通常の

観察者の目で，購入者が通常払う注意により，双方の意匠が実質的に同一であり，その

類似性が，通常の観察者を欺II崩し，一方を他方のデザインと考え，購入するように誘森

する場合には，意匠権侵害を構成する」47)) が採用されている。なお， ここでの通

常の観察者は，被疑侵害品の購入者を基準とするようである48)。

そのうえで．学説上，「通常，製品の性質が異なれば意匠の表現も本質的

に異なる結果になり，侵害の疑いを免れる」と指摘されている49)。

(2) 製品の異なる場合の処理について

通常の観察者テストにおいて，文言上．意匠特許に係る製品と，被疑侵害品

に係る製品が共通であることは求められていないようである。しかし先述の通

り当てはめにおいて，侵害が否定されることが予想され，以下のように実

際の事例においても同様の帰結となっている。

例えば， Kellmanv. Coca-Cola Co. 事件50)は意匠特許に係る製品がノベル

ティハットで，被疑侵害品がTシャツやボトルキャップ（ノベルティハットの

図柄を印測したものと思われる）であった事案である。裁判所は．本件は製品が

全く異なり，「合理的な人であれば，ノベルティハットを購入するつもりで，

Tシャツやボトルキャップを購入することはない」事例であって．混同を生

じるほどに実質的に同ーであるとはいえないとして，侵害を否定した51)。

また， Kellman事件において被疑侵害者側が引用した Vigilv. Walt Disney 

Co. 事件52)では．ホッケースティック型 duckcallの意匠特許について．被疑

侵害品であるホッケースティック型のキーチェーンとの間で，権利侵害が否定

されている。
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(3) 我が国と比較して

まず，通常の観察者テストが，我が国意匠法に関する混同説の理解に近いと

の指摘は既にあり 53), 混同説の立場を採用する場合には，特に参考になるも

のと思われる。

その上で，一般論としても，文言上の限定はないものの，製品の異なる場合

には，侵害が否定される傾向が読み取れ，学説上も，製品で権利範囲を限定し

ようとする見解もある54)。

4 小括

欧州共同体意匠制度においても．米国意匠特許制度においても．我が国で物

品の類似の根拠と考えられた意匠と物品との一体性や，あるいは政策的考慮と

いった要素は．基本的に確認されなかった。

もっとも，製品が異なる場合に実際に権利侵害に至る例がどの程度あるか．

またその場合に．法律上の要件をどのように判断して侵害を肯定するのかは，

必ずしも明らかではない。欧米においては．この点をめぐって実務上・学説上

の議論がなされている状況である。

VI 検討

l 物品の類似の果たしてきた役割

既に述べたように，争いあるも，一般には，我が国では意匠の類似に物品の

類似が要件とされてきた。しかしこの点については，意匠法内在的に再検討し

てもよい要件であると評価できると考えられた。その上で，我が国において．

物品の類似を意匠の類似の要件から取り除こうとする考え方も有り得たところ

である。

この点については．物品の類似を要件としない欧州共同体意匠制度と米国意

匠特許制度において．未解決の部分を残しつつも，各々の立場から，被疑侵害

製品が異なる製品の場合に生じる問題について議論が進められていた。

すると．我が国においても物品の類似を要件として排除しようとする場合．
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検討しなければならない問題が．欧米におけるのと同様に生じることになる。

例えば，意匠の類似性判断の主観的基準となる需要者 (24条2項）は，登録意

匠に係る物品と，被疑侵害品に係る物品のいずれを基準とすべきであろうか。

また．ありふれている．あるいは技術的に制限される形態か否か55)はいず

れの物品を基準にするべきであろうか。いずれについても，例えば創作説であ

れば前者．混同説や霊要説であれば後者ということになろうか。これらは意匠

法の本質に関わる問題が解決された上で．判断されるべき論点ということにな

ろう。

翻って我が国においては，争いあるも，実際上，物品の類似が要件として存

在したことで，上記のような問題を検討せずに済んでいた現実があり，またそ

の具体的要件として採用されてきた用途・機能の共通性は．一般的に見て，需

要者の共通性．あるいは技術的制約の共通性等を担保し得る指標であったと考

えられ，結果．これらの点が争いになることが少なく．あまり議論をせずに済

んでいたと評価できるのではないだろうか。これは物品の類似が果たしてき

（てしまってい）た役割として，指摘することができるだろう。

2 物品の類似の今後

上記のように．物品の類似は様々な問題を取り込み． また毅い隠しながら，

その役割を果たしてきた。しかし．仮に有体物の意匠について物品の類似を維

持するとしても．デジタル技術の発達を経て．今後我が国の意匠法が直面する

問題によっては．物品の類似がその役割を果たせるか．更なる検討が必要とな

る。以下 2点，簡単に検討を加える。

(1) 既存の意匠権の仮想空間上への拡張

例えば，既存の登録意匠について. 3Dデータ化をし．また仮想空間上で利

用する場合に関して．現行法上意匠権侵害が成立するかは，議論の余地がある

ように思われる56)。この点について．仮に単純に実施概念を拡張するとすれ

ば，例えば現実のバッグに係る登録意匠と．その形状に係る単なるデータや．

形態を同じくする試着用の仮想バッグや．仮想のバッグ型風船は類似するのか．
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新たな問題として浮かび上がってくる。この点について．おそらく本稿で検討

してきた物品の類似が果たしていた役割は期待できないように思われる。新た

に何を基準として意匠の類似性を判断するのか. ・I襄重な議論が必要であろ

ぅ57)。

(2) グラフィックシンボル等の保護

更に．立法論であるが．今後グラフィックシンボルやピクトグラム等．保渡

対象である意匠において定まる物品が想定しにくい意匠を保陵対象とする場

合58), 物品の類似は．現在の最高裁の判旨におけるような意匠と物品の一

体性を根拠とするままでは．基準として機能し得ないこととなろう 59)。ここ

でも．意匠の保設の趣旨に則った．新たな基泄が求められることになろう。

vn ぉわりに

本稿では．物品の類似をめぐる幾つかの観点から．議論を進めてきた。

物品の類似は．我が国の意匠法特有の問題と思われ．意匠法内在的に検討を

加えることが可能であると考えられた一方．実際的に検討すると．実は欧米で

は検討が進められ．我が国でも本来は検討しなければならなかったはずの問題

を．物品の類似を要件とすることで素通りしてきた現実が見受けられた。

今後は．物品の類似を要件として廃止する場合だけでなく．有体物同士の場

合には廃止せずとも．物品の類似が要件として適切に機能しない場合が登場す

るとすれば．描要者の設定の場而等．顕在化する意匠法の本質的な問題に取り

組む必要が生じることとなろう。欧米諸国にある議論の素地を参考にしつつ．

我が国でもこれらの点について検討を進める必要があると言えよう。

※ 本研究は.JSPS科研費 JP26780071の助成を受けたものである。

※ 本研究は.2016年度稲盛財団研究助成によるものである。

1) 本稿は． 日本工業所有権法学会 2016年度研究会における個別報告を基にしたものである。同

報告についてご質Jillやご意見を下さった先生方に匝く御礼I~ し上げる。
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